































































































































































































































































































































































































































































































































































































４ 製造業（瓦斯電気ノ供給，物品ノ加工修理ヲ含ム） ４ 製造業（電気又はガスの供給業及び物品の加工修理業
を含む。）
５ 無線電話放送事業
５ 運送業（運送取扱ヲ含ム） ６ 運送業
７ 運送取扱業
６ 倉庫業 ８ 倉庫業（物品の寄託を受け，これを保管する業を含む。）
７ 請負業 ９ 請負業
８ 印刷業 10 印刷業
９ 出版業 11 出版業
10 写真業 12 写真業
11 席貸業 13 席貸業（不特定又は多数の者の娯楽，遊興又は慰安の
用に供するための席貸をなすものに限る。）
12 旅人宿業 14 旅館業（簡易旅館業を除く。）
13 料理店業 15 料理店業
14 周旋業 16 周旋業
15 代理業 17 代理業
16 仲立業 18 仲立業
17 問屋業 19 問屋業
20 両替業
18 鉱 業 21 鉱 業
19 砂鉱業 22 砂鉱業
23 土石採取業
20 湯屋業 24 湯屋業
21 理髪美容業 25 理容業
22 其の他命令ヲ以テ定ムル営業 26 演劇興行業
?上記第22号の内容>
・両替業
・演劇興行業
・寄席業
・遊戯所業
・遊覧所業
・芸妓置屋業
・貸座敷業
27 よせ業
28 遊戯所業
29 遊覧所業
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業とその他の事業の区分経理も行われていた。これ
らは現在の収益事業課税の起源とみることができ
る。上記のいくつかの法人における収益事業課税は，
戦後において法人制度が改められたこと，社会・経
済の状況が混乱していたことから生み出されたもの
といえるが，1950年の税制改正の前後において継承
された点であろう。
２つめの点としては，収益事業として挙げる業種
とその示し方の継承である。シャウプ勧告は，従前
の非営利法人非課税制を廃して，アメリカのような
個別審査方式の非営利法人免税制を採用することを
示唆したが，1950年の税制改正では，それとはかな
り異なる形で導入が行われた。1950年法人税法で
は，収益事業として29業種を限定列挙し，継続して
事業場を設けて営むものには課税すると定めた。こ
れらの事業は，1940（昭和15）年から1946（昭和21）
まで国税として存在した営業税の事業の範囲とほぼ
同じである???。表にみられるように若干の違いはあ
り，無線電話放送事業と土石採取業が追加され，運
送取扱業が運送業から分かれ，芸妓置屋業と貸座敷
業が削除されているが，業種を限定列挙して，それ
に該当する場合には課税するという基本的なスタン
スは営業税と変わっていない。したがって，収益事
業の範囲およびその限定列挙による提示の仕方も，
1950年の税制改正の前後において継承されたもの
と指摘できる。
６．おわりに
本稿では明治期以降の非営利法人税制について，
その発展の経緯を追うことにより，わが国の非営利
法人税制の起源を検討してきた。
明治期以降のわが国において，非営利法人に対し
課税上の措置を用意することの始まりは，地租にお
ける取り扱いであり，とりわけ現在の固定資産税に
おいて一定の非営利法人に与えられている非課税措
置は，地租の非課税措置を起源としているというこ
とができる。
法人課税における非営利法人への非課税措置は，
1899（明治32）年改正所得税法までさかのぼること
ができ，それは一部の例外を除いては1950（昭和25）
年の税制改正まで継承された。非営利法人の所得を
非課税とする根拠は，議会議事録等を参照してもあ
まり定かではない。伝統的な寺社等の扱いを継承し
たこと，戦前の公益法人の活動は盛んではなく，行
政が主導していたため，準公共団体という扱いがな
されたと考えられる。
1950年の税制改正に大きな影響を及ぼしたシャ
ウプ勧告は，アメリカのように非営利法人を個別に
審査した上で免税資格を付与する個別審査方式を提
言した。しかし，勧告の内容は，税務行政実施の困
難性という理由によって採用されなかった。
1950年改正法人税法では，すべての内国法人の所
得について法人税を課した上で，公益法人等の所得
のうち収益事業以外の所得（非収益事業）について
は法人税を課さないという構成になる。それまでの
法人税法では，公共団体，神社等，および公益法人
は非課税とされていた。ここに1950年の税制改正に
おける大きな転換がある。すなわち，1950年の税制
改正前後の課税方法の断絶である。
1950年税制改正を通じて非営利法人に対する課
税上の扱いが継承された点としては，以下を挙げる
ことができる。まず，わが国における非営利法人全
般への法人税の課税は，戦後の税制改革に始まって
いると一般には理解されているが，宗教法人，労働
組合，および私立学校法人に対する収益事業課税は，
特別法の規定により1950年の税制改正以前から存
在し，収益事業とその他の事業の区分経理も行われ
ていたことである。これらは現在の収益事業課税の
起源とみることができる。
1950年の税制改正の前後において継承された２
つ目のものとしては，収益事業として限定列挙する
業種の継承である。1950年改正法人税法では，収益
事業として29業種を限定列挙し，継続して事業場を
設けて営むものには課税すると定めた。これらの事
業は，旧営業税の事業の範囲とほぼ同じである。
この検討が現税制へ示唆するものは，シャウプ勧
告が提言した内容の再吟味の必要性である。勧告で
提言された個別審査方式での免税制は，1950年当時
の混乱した社会・経済の状況では導入するべくもな
かったが，現代では検討の余地が十分にある。今日，
社会・経済の成熟や価値観の多様化に伴い，営利法
人と非営利法人の境界が曖昧になってきている。勧
告が個別審査方式で実現しようとした適正な制度の
運用，および法人格にとらわれない実質的な公益活
動の育成は，現在のわが国においても大きな課題で
ある。
(いしざか しんいちろう 税務会計論)
注
１)いにしえの宗教を基盤とした公益活動について
は，守永（1989）3-5頁，9-14頁を参照されたい。
２)民法（明治29年４月27日法律第89号）。宗教
団体法の創設は1939（昭和14）年まで待たなけれ
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ばならない。
３)いわゆる旧民法はボアソナード（Gustave
ÉmileBoissonade）らが起草し，施行こそされな
かったが，その後の民法に大きな影響を与えてい
る（明治23年法律第28号，第98号）。
４)中田（1998）53頁。
５)梅（1991）169頁。底本は1903（明治36）年発
行。
６)廣中（1987）91頁。
７)中田（1998）53頁。
８)石村（1985）126頁。
９)日清戦争までは租税に占める地租の割合が
50％を上回り，特に1877（明治10）年までは80％
を超えていた。日清戦争後の資本主義経済の発達
によりその割合は漸減する。日本統計研究所
（1958）222-233頁。
10)この官有地・民有地の区分は現代のイメージと
は異なり，官有は国の保有する土地のみを意味し
ている。例えば，民有地第二種は，人民が数人，
あるいは一村もしくは数村が所有の確証ある学
校，病院，郷倉（共同穀倉），牧場，球場，社寺等
官有地にあらざる土地をいうとされている。
11)区入費は後の地方税の一種である。函館市史編
さん室（1990）343頁によれば「明治五年の大小区
制導入により行政区画が区（大区）単位となり，
各区の事務を取扱う所として『区扱所』が設定さ
れた。この区扱所の人件費（戸長町用掛小使など
の月給）需用費（筆墨紙油備品などの費用）等の
内部経費と同所が所管する道路の修繕費，共同便
所の維持費，消防関係費などの経費が区入費と呼
ばれることとなった」とある。府県は国政事務お
よび自治事務を行うにあたって，その経費を主に
民費（常時官費および府県税以外の諸地方費は民
費と総称された）である管内割（管内全域にわた
る経費を課徴）および区割（区の経費を課徴）に
よってまかない，府県税で補っていたという。区
入費は管内割の各区分担分と区割で構成されたも
のの総称である。藤田武夫（1939）91-92頁。
12)西野（1997）71頁。
13)第16回帝国議会衆議院・地租ヲ課セサル土地ニ
関スル法律案委員会会議録（速記）第２回の若槻
氏の発言によれば，地租を非課税とする対象の範
囲が各種の法律で個別に規定されており「誠ニ不
便デアル」ばかりでなく，「地所名称区別ト云フノ
ヲ拵ヘマシタトキハ，公法人ト云フ観念ガ明ラカ
ニナイモノデアリマスカラ，此時ノ法律ニハ土地
ヲ二ツノ種類ニ別チテ，官有地民有地ト云フ工合
ニ致シテアリマス，（中略）……此法律デ是等ヲ整
理致シマシテ，官有地民有地ト云フヤウナ漠然タ
ル言葉ハ止メマシテ，土地ノ性質ニ依ッテ，各々
名称ヲ与ヘテ，サウシテ一方ニハ各種ノ法律ノ地
租ヲ免ズルトカ，或イハ公課ヲ免ズルコトガ書イ
テアルモノハ，皆統一シテ此処ニ整理シタイ」と
法案の趣旨が説明されている。
14)西野（1997）72頁。
15)1887年所得税法の誕生の過程および当時の所
得税に対する考え方については磯部（1998）を参
照されたい。
16)1887年所得税法の制定当時，法人の概念が明確
ではなく，それが法人課税を行わなかった理由の
ひとつとされている。堀口（1997）15頁および27
頁の注を参照されたい。
17)第１種「法人ノ所得」には2.5％の税率で課税さ
れ（第３条），課税所得は各事業年度の総益金より
総損金，前年度繰越金および保険責任準備金を控
除したものとされた（第４条）。この改正では，新
たに居住地国課税，分類所得税，法人課税，源泉
徴収等の制度が導入され，その後の所得税制の基
礎が形作られた。堀口（1997）６頁。
18)商法（明治32年３月７日法律第48号）第43条。
19)所得税法（明治32年２月13日法律第17号）第
５条。
20)第13回帝国議会衆議院所得税法改正法律案審
査特別委員会速記録（第１号），3-4頁。後に大蔵
大臣，内閣総理大臣を歴任する若槻氏は，このと
き大蔵省主税局内国税課長である。
21)わが国で相続税が導入されたのは1905（明治
38）年のことである。日露戦争の戦費調達が目的
であった。
22)明治大正期の所得税の改正は，1901（明治34）
年，1905（明治38）年，1913（大正２）年，1918（大
正７）年，1920（大正９）年，1926（大正15）年
に行われている。
23)成道（2006）４頁。
24)同上書４頁。特別法人税は，特別法人の剰余金
（各事業年度の総益金から総損金を控除した金額）
に対し税率６％で賦課された。これは一般の法人
の半分程度の負担である。
25)宗教団体法（昭和14年４月８日法律第77号）
第22条。制定当初の文言には「及法人税」はない
が，法人税法の制定により加えられた。
26)宗教法人令（昭和20年12月28日勅令第719
号）。これはいわゆるポツダム勅令による応急的な
立法である。
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27)守永（1987）12頁。
28)若林（1999）2-3頁。
29)「宗教法人令第16条第１項及第２項ノ規定ニ依
ル所得税，法人税及地租ノ免除ニ関スル件」（昭和
20年大蔵省令第109号）第１条。
30)労働組合法（昭和20年12月22日法律51号）。
施行日は「労働組合法施行期日ノ件」（昭和21年
２月27日勅令第107号）により昭和21年２月20
日とされた。
31)労働組合施行令（昭和21年２月27日勅令第
108号）第31条。
32)武田（2000）376頁。
33)私立学校法（昭和24年12月15日法律第270
号）。
34)福田・安嶋（1998）131頁。
35)佐藤・宮島（1991）12頁。
36)福田・シャウプ税制研究会（1985）142頁。
37)同上書140頁。
38)同上書141頁。
39)大蔵省主税局（1956）５頁。
40)雪岡（1955）266頁。
41)大蔵省財政史室（1977a）8-9頁，18-19頁。
42)大蔵省財政史室（1977b）309-311頁，361-364
頁。
43)宮島（1972）177頁。
44)畠山（1975）209頁。
45)カール・Ｓ・シャウプ，スタンレー・Ｓ・サリー
（1972）54頁。
46)畠山（1975）209頁。
47)石村（1992）24頁。
48)同上書24頁。
49)公益社団法人・公益財団法人が営む事業が，法
人税法上の収益事業に該当する場合であっても，
当該事業が公益認定を受けた当該法人の公益目的
事業である場合は，その事業は課税の対象外とな
る。
50)石村（1992）18頁。
51)市丸吉左衛門（1950）280頁。営業税法（昭和15
年法律第33号）第２条。その後，1947（昭和22）
年に営業税は地方税に移管され，1948（昭和23）
年には事業税となっている。
52)法人税法施行規則（昭和22年勅令第111号）は
現在の法人税法施行令である。第１条の２は昭和
25年政令第70号で追加されている。
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